
ウクライナ復興インフラ開発庁と 

ダム修復の推進及び協力関係の継続に係る覚書を交換 

                                       

 

 水資源機構は、令和６年２月１９日（月）にウクライナ復興インフラ開発

庁（State Agency for Restoration and Development of Infrastructure） 

（以下「ウクライナ復興庁」）と、ウクライナのダム修復の推進及び協力関

係の継続に係る覚書（Memorandum of Cooperation）を交換しました。 

覚書は、同日に東京で開催された「日・ウクライナ経済復興推進会議」に

おいて、岸田首相やウクライナのシュミハリ首相をはじめとする両国の政府

関係者や民間企業の方々の立ち会いのもと披露されました。 

水資源機構は、ダムの建設と管理に関する知見と経験の共有などを通じ、

ウクライナの復興に向けた取り組みへ協力してまいります。 

 

 

令和６年２月２２日  

 

独立行政法人 水資源機構  

 

 

発表記者クラブ  

国土交通記者会  

水資源記者クラブ  

 

問い合わせ先 

 

 独立行政法人 水資源機構 国際監 日下部（くさかべ） 

 住 所：埼玉県さいたま市中央区新都心１１－２ 

 電 話：０４８（６００）６５５３ 
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